
平成２１年１０月
地域経済産業ｸﾞﾙ ﾌーﾟ
産 業 施 設 課

平成２１年度 事後評価書要旨

対 象 事 業 名 県 央 広 域 工 業 用 水 道 事 業

１ ． 事 業 の 目 的

県 央 広 域 工 業 用 水 道 事 業 の 給 水 区 域 は 、 茨 城 県 の 中 央 部 に 位 置 し 、 県
都 水 戸 市 及 び 隣 接 す る ひ た ち な か 市 等 の 工 場 群 を 中 心 に 工 業 の 発 展 を 続
け て き た 地 域 で あ る 。 ま た 、 東 海 村 及 び 那 珂 市 に は 、 原 子 力 関 連 の 事 業
所 が 多 数 立 地 し 、 我 が 国 の 原 子 力 開 発 の 先 導 的 役 割 を 担 っ て い る 。
一 方 、 当 地 域 は 、 重 要 港 湾 茨 城 港 常 陸 那 珂 港 区 を 中 心 と す る ひ た ち な

か 地 区 開 発 、 常 磐 自 動 車 道 、 東 関 東 自 動 車 道 及 び 北 関 東 自 動 車 道 等 産 業
基 盤 の 整 備 が 進 め ら れ て お り 、 こ れ ら 産 業 基 盤 整 備 の 進 展 を 背 景 に 、 新
た な 工 業 開 発 が 進 め ら れ て い る 。
本 事 業 は 、 県 央 地 域 に 立 地 す る ひ た ち な か 市 や 水 戸 北 部 中 核 工 業 団 地

等 の 既 存 企 業 及 び 今 後 開 発 予 定 の 新 規 工 業 団 地 に 立 地 す る 企 業 等 に 、 安
定 か つ 低 廉 な 工 業 用 水 を 供 給 し 、 当 地 域 の 振 興 に 資 す る た め 、 6 2 , 0 0 0 m 3 /
日 の 計 画 給 水 量 で 平 成 7 年 度 か ら 工 事 に 着 手 し 、 平 成 1 3 年 度 か ら 暫 定 水 利
権 に よ り 一 部 給 水 を 開 始 し て お り 、 引 き 続 き 施 設 の 整 備 を 実 施 し て い く
も の で あ る 。

２ ． 事 業 の 必 要 性

本 事 業 の 給 水 区 域 に は 、 こ れ ま で 那 珂 川 等 を 水 源 と す る 那 珂 川 工 業 用
水 道 が あ り 、 ひ た ち な か 市 及 び 那 珂 市 に お け る 既 存 企 業 に 対 し 、 計 画 給
水 量 7 6 , 6 8 0 m 3 / 日 で 工 業 用 水 の 供 給 を 行 っ て き た が 、 既 に 契 約 給 水 量 が 7 2 ,
4 0 0 m 3 / 日 に 達 し て お り 、 今 後 の 工 業 開 発 の 進 展 等 に 伴 う 新 た な 水 需 要 に 対
応 し た 工 業 用 水 を 確 保 す る 必 要 が 生 じ 、 本 事 業 に 着 手 し た 。
平 成 1 3 年 度 か ら は 、 暫 定 水 利 権 を 取 得 し 、 現 在 、 給 水 能 力 4 6 , 0 0 0 m 3 / 日

で 一 部 給 水 を 行 っ て い る と こ ろ で あ る が 、 今 後 も 引 き 続 き ひ た ち な か 地
区 や 那 珂 川 右 岸 地 区 等 に 進 出 が 見 込 ま れ る 企 業 等 に 給 水 を 行 う た め に 、
施 設 整 備 を 行 う 必 要 が あ る 。

３ ． 効 果 と コ ス ト と の 関 係 に 関 す る 分 析

Ａ ． 総 便 益 ； 6 1 0 . 3 億 円
Ｂ ． 総 費 用 ； 3 5 4 . 4 億 円

費 用 便 益 比 ； 1 . 7 2 （ Ａ ／ Ｂ ）

４ ． 評 価 結 果

工 業 用 水 道 事 業 に 係 る 政 策 評 価 実 施 要 領 に 照 ら し 合 わ せ た 結 果 、 本 事
業 は 補 助 対 象 と し て 妥 当 で あ る と 判 断 さ れ る た め 、 引 き 続 き 予 算 要 求 す
る 。
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平成２１年１０月
地域経済産業ｸﾞﾙ ﾌーﾟ
産 業 施 設 課

平成２１年度 事後評価書要旨

対 象 事 業 名 東 毛 工 業 用 水 道 事 業

１ ． 事 業 の 目 的

東 毛 工 業 用 水 道 事 業 の 給 水 区 域 で あ る 太 田 市 ・ 邑 楽 郡 大 泉 町 を 中 心 と す
る 東 毛 地 域 は 、 自 動 車 ・ 電 気 関 連 の 大 型 企 業 が 進 出 す る 北 関 東 の 内 陸 工
業 地 帯 で あ り 、 昭 和 4 1 年 度 か ら 太 田 ・ 大 泉 ・ 尾 島 地 区 工 業 用 水 道 に よ り 6
2 , 5 0 0 m 3 / 日 の 工 業 用 水 が 一 部 地 域 で 給 水 さ れ て い た が 、 当 該 地 域 は 工 業 用
水 及 び 生 活 用 水 を 地 下 水 に 依 存 し て い た こ と か ら 、 昭 和 4 0 年 代 か ら の 地
域 経 済 の 急 速 な 発 展 に 伴 い 、 地 下 水 の 採 取 量 が 著 し く 増 大 し 、 地 下 水 位
の 低 下 が 見 ら れ 、 地 盤 沈 下 が 懸 念 さ れ た 。
こ の た め 、 群 馬 県 は 、 当 該 地 域 の 地 下 水 の 保 全 並 び に 地 盤 沈 下 を 防 止

す る た め 、 地 下 水 の 代 替 水 源 の 確 保 が 必 要 に な り 、 昭 和 5 0 年 度 に 既 存 の
太 田 ・ 大 泉 ・ 尾 島 地 区 工 業 用 水 道 を 包 含 す る 形 で 、 計 画 給 水 能 力 1 2 8 , 5 0 0
m 3 / 日 の 東 毛 工 業 用 水 道 の 建 設 に 着 手 し 、 昭 和 5 3 年 1 0 月 か ら 一 部 給 水 を 開
始 し た 。
そ の 後 、 本 事 業 の 給 水 区 域 外 で あ る 東 北 自 動 車 道 館 林 Ｉ Ｃ 付 近 を 中 心

と し た 地 域 に 企 業 の 進 出 希 望 が 増 大 し て き た が 、 当 該 地 域 は 県 内 で も 特
に 地 盤 沈 下 が 懸 念 さ れ て い た こ と か ら 、 計 画 的 な 工 業 団 地 の 造 成 と と も
に 、 産 業 基 盤 で あ る 工 業 用 水 道 の 整 備 が 急 務 と な っ た こ と か ら 、 本 事 業
の 給 水 区 域 を 拡 張 し 、平 成 5 年 2 月 よ り 計 画 給 水 能 力 を 1 8 8 , 5 0 0 m 3 / 日 と し て 、
既 存 企 業 及 び 新 た に 進 出 が 見 込 ま れ る 企 業 に 対 し 工 業 用 水 を 供 給 す る た
め に 本 建 設 事 業 を 実 施 し て い る 。

２ ． 事 業 の 必 要 性

本 事 業 は 、 既 に 給 水 能 力 1 2 8 , 5 0 0 m 3 / 日 の 施 設 が 完 成 し て お り 、 昭 和 5 3 年
1 0 月 か ら 暫 定 的 な 水 利 権 に よ り 一 部 給 水 を 開 始 し て い る が 、 工 業 用 水 の
安 定 供 給 の 確 保 の た め に は 、 安 定 水 源 の 開 発 が 必 要 で あ る 。
ま た 、 群 馬 県 は 、 平 成 1 2 年 度 に 「 群 馬 県 の 生 活 環 境 を 保 全 す る 条 例 」

を 制 定 し 、 地 下 水 の 採 取 量 等 を 厳 し く 監 視 す る こ と と し て お り 、 今 後 も
地 下 水 の 適 正 利 用 が よ り 一 層 求 め ら れ る こ と か ら 、 地 下 水 か ら 工 業 用 水
道 へ の 転 換 が 見 込 ま れ る 。 ま た 、 昭 和 6 0 年 頃 か ら 推 進 し て い た 工 業 団 地
の 造 成 は 平 成 1 1 年 度 で 概 ね 一 段 落 し た も の の 、 群 馬 県 と し て は 、 引 き 続
き 新 規 企 業 の 誘 致 を 進 め て お り 、 今 後 も 新 規 需 要 が 見 込 ま れ て い る こ と
か ら 、 新 た な 工 業 用 水 道 施 設 の 整 備 が 必 要 で あ る 。

３ ． 効 果 と コ ス ト と の 関 係 に 関 す る 分 析

Ａ ． 総 便 益 ； 1 , 1 9 5 . 2 7 億 円
Ｂ ． 総 費 用 ； 4 6 6 . 3 3 億 円

費 用 便 益 比 ； 2 . 5 6 （ Ａ ／ Ｂ ）

４ ． 評 価 結 果

工 業 用 水 道 事 業 に 係 る 政 策 評 価 実 施 要 領 に 照 ら し 合 わ せ た 結 果 、 本 事
業 は 補 助 対 象 と し て 妥 当 で あ る と 判 断 さ れ る た め 、 引 き 続 き 予 算 要 求 す
る 。
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平成２１年１０月
地域経済産業ｸﾞﾙ ﾌーﾟ
産 業 施 設 課

平成２１年度 事後評価書要旨

対 象 事 業 名 千 葉 地 区 工 業 用 水 道 事 業

１ ． 事 業 の 目 的

千 葉 地 区 工 業 用 水 道 事 業 は 、 従 来 か ら 千 葉 県 が 五 井 市 原 地 区 工 業 用 水
道 及 び 五 井 姉 崎 地 区 工 業 用 水 道 に よ り 工 業 用 水 の 供 給 を 行 っ て き た 千 葉
市 か ら 袖 ヶ 浦 市 に 至 る 京 葉 臨 海 工 業 地 帯 の 一 角 に お い て 、 経 済 情 勢 の 好
転 に よ る 進 出 予 定 企 業 の 増 加 及 び 既 存 企 業 の 工 場 拡 張 計 画 に 伴 う 工 業 用
水 の 需 要 が 急 速 に 高 ま っ た こ と か ら 、 新 た に 利 根 川 上 流 に 水 源 を 求 め 、
当 該 地 区 に 1 2 5 , 0 0 0 m 3 / 日 の 工 業 用 水 を 供 給 す る こ と を 目 的 と し 、 同 県 が 昭
和 4 2 年 に 建 設 着 手 し た 事 業 で あ る 。
本 事 業 は 、 昭 和 4 5 年 度 に 水 源 開 発 を 除 く 主 要 施 設 が 完 成 し 、 翌 年 に 利

根 川 河 口 堰 が 完 成 し た こ と か ら 、 同 年 4 月 か ら 工 業 用 水 の 供 給 を 開 始 し て
い る が 、 残 る 必 要 水 源 に つ い て は 、 暫 定 的 な 水 利 権 に よ り 供 給 を 行 っ て
い る こ と か ら 、 現 在 、 国 土 交 通 省 が 施 工 し て い る 八 ッ 場 ダ ム 及 び 湯 西 川
ダ ム の 建 設 事 業 に 参 画 し 、 安 定 水 源 の 確 保 を 図 る も の で あ る 。

２ ． 事 業 の 必 要 性

千 葉 地 区 工 業 用 水 道 事 業 は 、 昭 和 4 5 年 度 に 水 源 開 発 を 除 く 主 要 な 工 業
用 水 道 施 設 が 完 成 し 、 昭 和 4 6 年 4 月 か ら 一 部 暫 定 的 な 水 利 権 に よ り 工 業 用
水 の 供 給 を 行 っ て い る 。 現 在 、 給 水 能 力 1 2 5 , 0 0 0 m 3 / 日 に 対 し 、 1 2 1 , 2 0 0 m 3 /
日 の 契 約 水 量 が あ る が 、 そ の 一 部 が 暫 定 水 利 権 と な っ て い る こ と か ら 、
工 業 用 水 の 安 定 供 給 の 確 保 を 図 る た め 、 水 源 開 発 に 参 画 す る 必 要 が あ る 。

３ ． 効 果 と コ ス ト と の 関 係 に 関 す る 分 析

Ａ ． 総 便 益 ； 4 , 2 9 9 . 4 億 円
Ｂ ． 総 費 用 ； 6 7 4 . 4 億 円

費 用 便 益 比 ； 6 . 3 8 （ Ａ ／ Ｂ ）

４ ． 評 価 結 果

工 業 用 水 道 事 業 に 係 る 政 策 評 価 実 施 要 領 に 照 ら し 合 わ せ た 結 果 、 本 事
業 は 補 助 対 象 と し て 妥 当 で あ る と 判 断 さ れ る た め 、 引 き 続 き 予 算 要 求 す
る 。
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平成２１年１０月
地域経済産業ｸﾞﾙ ﾌーﾟ
産 業 施 設 課

平成２１年度 事後評価書要旨

対 象 事 業 名 磐 城 工 業 用 水 道 第 二 期 改 築 事 業

１ ． 事 業 の 目 的

磐 城 工 業 用 水 道 事 業 は 、 鮫 川 総 合 開 発 事 業 の 一 環 と し て 建 設 さ れ た 高
柴 ダ ム を 水 源 と し 、 い わ き 市 小 名 浜 地 区 及 び 常 磐 地 区 に 立 地 し た 石 炭 及
び 石 灰 石 等 の 地 下 資 源 を 利 用 す る 化 学 工 業 系 企 業 に 対 し 、 2 3 3 , 0 0 0 m 3 / 日
の 工 業 用 水 を 供 給 す る た め 、 福 島 県 が 昭 和 3 3 年 か ら 施 設 建 設 に 着 手 し 、
昭 和 3 7 年 1 0 月 か ら 一 部 給 水 を 開 始 し た 事 業 で あ る 。
当 該 工 業 用 水 道 施 設 は 、 給 水 開 始 か ら 2 0 年 余 り が 経 過 し た 頃 か ら 老 朽

化 に よ る 給 水 障 害 が 生 じ て き た こ と か ら 、 福 島 県 は 昭 和 5 6 年 度 か ら 平 成 1
5 年 度 に か け て 、 浄 水 施 設 の 改 築 、 配 水 管 一 部 区 間 の 布 設 替 え 及 び 水 管 橋
の 耐 震 化 の た め の 布 設 替 え を 内 容 と す る 第 １ 期 改 築 事 業 を 実 施 し た が 、
第 １ 期 改 築 事 業 に お い て 施 工 し な か っ た 一 部 配 水 管 は 、 現 在 の 耐 震 設 計
基 準 に 適 合 し て お ら ず 、 ひ と た び 大 規 模 地 震 が 発 生 す れ ば 、 配 水 管 の 破
損 、 漏 水 等 の 発 生 の 可 能 性 が あ る 。
こ の た め 、 福 島 県 で は 、 充 分 な 耐 震 性 を 有 す る 配 水 管 へ の 布 設 替 え を

実 施 す る こ と に よ り 、 将 来 に わ た る 受 水 企 業 へ の 安 定 供 給 の 確 保 及 び 周
辺 地 域 住 民 の 安 全 の 確 保 を 目 的 と し 、 平 成 1 7 年 度 よ り 第 ２ 期 改 築 事 業 を
実 施 し て い る 。

２ ． 事 業 の 必 要 性

磐 城 工 業 用 水 道 の 配 水 管 路 に お い て は 、 建 設 後 の 経 年 劣 化 に よ る 腐 食
が 著 し く 漏 水 事 故 が 増 加 し て き て い る 。 ま た 、 耐 震 設 計 基 準 を 満 足 し て
い な い 区 間 が あ り 、 大 規 模 地 震 の 発 生 時 に は 、 管 路 の 破 断 等 が 発 生 す る
恐 れ が あ る 。
今 後 、 受 水 企 業 へ の 安 定 し た 給 水 を 確 保 す る た め に も 、 老 朽 ・ 劣 化 及

び 地 震 対 策 を 目 的 と し た 配 水 管 の 布 設 替 え を 実 施 す る 必 要 が あ る 。

３ ． 効 果 と コ ス ト と の 関 係 に 関 す る 分 析

Ａ ． 総 便 益 ； ４ ５ ． ８ ０ 億 円
Ｂ ． 総 費 用 ； ２ ０ ． ３ ３ 億 円

費 用 便 益 比 ； ２ ． ２ ５ （ Ａ ／ Ｂ ）

４ ． 評 価 結 果

工 業 用 水 道 事 業 に 係 る 政 策 評 価 実 施 要 領 に 照 ら し 合 わ せ た 結 果 、 本 事
業 は 補 助 対 象 と し て 妥 当 で あ る と 判 断 さ れ る た め 、 引 き 続 き 予 算 要 求 す
る 。
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平成２１年１０月
地域経済産業ｸﾞﾙ ﾌーﾟ
産 業 施 設 課

平成２１年度 事後評価書要旨

対 象 事 業 名 苫 小 牧 地 区 工 業 用 水 道 改 築 事 業

１ ． 事 業 の 目 的

苫 小 牧 地 区 工 業 用 水 道 事 業 は 、 先 ず 苫 小 牧 地 区 第 一 工 業 用 水 道 が 、 二
級 河 川 安 平 川 水 系 勇 払 川 の 表 流 水 を 水 源 と し て 、 苫 小 牧 臨 海 工 業 地 帯 に
立 地 す る 企 業 に 、 1 0 0 , 0 0 0 m 3 / 日 の 工 業 用 水 を 供 給 す る た め 、 昭 和 ４ ３ 年
に 着 工 し 、 昭 和 ４ ７ 年 か ら 給 水 を 開 始 し た 。 そ の 後 の 工 業 用 水 の 需 要 増
に 対 応 す る た め 、 苫 小 牧 地 区 第 二 工 業 用 水 道 が 、 二 級 河 川 安 平 川 水 系 安
平 川 の 表 流 水 を 水 源 と し て 、 1 0 0 , 0 0 0 m 3 / 日 の 工 業 用 水 を 供 給 す る た め 、
昭 和 ４ ７ 年 に 着 工 し 、 昭 和 ５ ４ 年 か ら 給 水 を 開 始 し た 。
ま た 、 苫 小 牧 東 部 地 域 に 立 地 す る 企 業 に 工 業 用 水 を 供 給 す る た め 、 沙

流 川 総 合 開 発 事 業 へ 参 画 し 、 恒 久 水 源 で あ る 沙 流 川 か ら 取 水 す る ま で の
間 、 苫 小 牧 東 部 地 区 第 一 工 業 用 水 道 が 、 暫 定 的 に 苫 小 牧 地 区 第 二 工 業 用
水 道 の 水 源 の う ち 2 3 , 0 0 0 m 3 / 日 を 水 源 と し て 、 平 成 １ １ 年 ４ 月 か ら 給 水 を
開 始 し た 。 し か し 、 近 年 、 工 水 需 要 が 低 迷 し て い る こ と か ら 、 沙 流 川 総
合 開 発 事 業 へ の 参 画 を 取 り 止 め 、 既 設 の 工 業 用 水 道 の 水 源 を 有 効 活 用 す
る こ と に よ り 、 隣 接 す る ３ つ の 工 業 用 水 道 を 統 合 し 、 よ り 安 定 か つ 効 率
的 な 事 業 運 営 を 行 う こ と と し て い る 。
苫 小 牧 地 区 工 業 用 水 道 の 施 設 は 、 古 い も の で 建 設 後 ４ ０ 年 ほ ど 経 過 し 、

老 朽 化 や 地 震 に 対 す る 脆 弱 性 に よ る 漏 水 事 故 が 発 生 し 、 ま た 配 水 管 の 給
水 能 力 の 低 下 が 生 じ て い る 。
こ の た め 、 十 分 な 耐 震 性 を 有 す る 配 水 管 へ の 布 設 替 え 、 緊 急 時 等 の た

め の 連 絡 管 布 設 を 実 施 す る こ と に よ り 、 将 来 に わ た る 受 水 企 業 へ の 安 定
供 給 を 確 保 す る た め に 、 平 成 １ ８ 年 度 よ り 改 築 事 業 を 実 施 し て い る 。

２ ． 事 業 の 必 要 性

改 築 事 業 採 択 時 の 平 成 １ ８ 年 度 、 苫 小 牧 地 区 第 一 工 業 用 水 の 配 水 管 は
３ ６ 年 が 経 過 し 、 老 朽 化 や 地 震 に 対 す る 脆 弱 性 に よ る 漏 水 事 故 と 受 水 企
業 の 水 需 要 動 向 の 変 化 に よ っ て 給 水 能 力 の 低 下 が 生 じ て い た 。
こ の た め 、 配 水 管 の 改 築 を 行 う こ と に よ っ て 、 苫 小 牧 地 区 第 一 工 業 用

水 ・ 苫 小 牧 地 区 第 二 工 業 用 水 ・ 苫 小 牧 地 区 東 部 工 業 用 水 の 統 合 に よ る 広
域 化 を 図 り 、 配 水 管 の 老 朽 化 対 策 や 耐 震 化 を 行 い 、 苫 小 牧 東 部 地 区 へ の
恒 久 水 源 の 確 保 、 工 水 料 金 格 差 の 是 正 、 大 規 模 な 施 設 改 修 に 対 す る 工 水
料 金 へ の 影 響 を 最 小 限 に し 、 よ り 安 定 的 な 給 水 に 努 め 、 効 率 的 な 事 業 運
営 を 行 う こ と と し た 。

３ ． 効 果 と コ ス ト と の 関 係 に 関 す る 分 析

Ａ ． 総 便 益 ； ５ ０ ． ４ ２ 億 円
Ｂ ． 総 費 用 ； ３ ４ ． １ ７ 億 円

費 用 便 益 比 ； １ ． ４ ８ （ Ａ ／ Ｂ ）

４ ． 評 価 結 果

工 業 用 水 道 事 業 に 係 る 政 策 評 価 実 施 要 領 に 照 ら し 合 わ せ た 結 果 、 本 事 業
は 補 助 対 象 と し て 妥 当 で あ る と 判 断 さ れ る た め 、 引 き 続 き 予 算 要 求 す る 。
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※本資料は経済産業省ホームページで掲載されている評価結果を複写したものである。
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